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年月日 主な時事

２００５年０５月 自民党に「測位・地理情報システムに関する合同部会」の発足

２００７年０５月２３日 通常国会（第１６６回国会）にて 地理空間情報活用推進基本法の成立（5/30公布、8/29施行）

２００８年０４月 第１期 地理空間情報活用推進基本計画

２０１１年０９月２７日 （任意団体） 社会基盤情報流通推進協議会の設立

２０１２年０３月２７日 第2期 地理空間情報活用推進基本計画

２０１４年０４月０１日 一般社団法人 社会基盤情報流通推進協議会の設立

２０１６年１１月２４日 G空間情報センター運用開始

２０１７年０３月２４日 第３期 地理空間情報活用推進基本計画
前文
平成28年から稼働を開始したＧ空間情報センターが地理空間情報の流通や利活用の中核となり、ばくだいな情報の共有化・統合が可能

となる。これら地理空間情報を活用する技術の飛躍的な進展に伴い、地理空間情報は第４次産業革命実現のための鍵となる。
地理空間情報を高度に活用するための基盤と環境の整備
① Ｇ空間情報センターを中核とした地理空間情報の流通及び利活用の推進

２０１９年０４月 My City Reportコンソーシアムの事務局となる

２０２１年１１月 G空間情報センター5周年記念シンポジウム

２０２２年０３月１８日 第４期 地理空間情報活用推進基本計画 にてG空間情報センターの役割や効果が明記される
前文
令和３年７月の熱海市伊豆山土石流災害の際には、Ｇ空間情報センターで公開されている３次元点群データを中心に、無人航空機で撮影

した映像や ＳＮＳ上の画像など、様々な地理空間情報を官民が分析し、被災範囲の特定等を行うことで、迅速な初動対応や救援・救助活動
時の二次災害防止を可能とした。
地理空間情報の流通及び利活用推進 主な取組み
① Ｇ空間情報センターを中核とした地理空間情報の流通及び利活用の推進

２０２３年１２月 Project PLATEAUコンソーシアムの事務局となる

２０２４年１２月１６日 一般社団法人 社会基盤情報流通推進協議会１０周年記念式典の開催

AIGIDの沿革
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G空間情報センターが目指す社会機能

災害時の緊急対応を情報で支援
（通行可能情報等）
災害時の情報提供（双方向）・連携のハブ
災害対応の経験の蓄積

政府・自治体等のデータ・情報
の「信託」を通じての利活用支
援、オープン化支援

利活用方法のコンサルティング

G空間情報の統合・解析、
新たなり活用方法の開発
などを産学官で実施

多様なG空間情報を検
索可能にする。

さらに、すぐ使える「社会
課題解決支援パッケー
ジ」として提供

G空間に関するオープンリソース
（ソフトウェア、データ、人材）
の充実支援、利活用支援

G空間情報のアウトリーチ

災害対応
情報ハブ

G空間情報
（データ・アプリ）
の流通支援部門

G空間情報
の研究開発
部門

政府・自治体
向け「情報信
託銀行」部門

G空間オープン
リソース・ハブ

平常時の情報提供

国民等

自治体・公共団体等

東大・CSIS等の
研究機関と連携

 「社会課題解決支
援パッケージ」を開発
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とくに幹事企業や理事は従来のGIS・測量業界だけではなく、スタートアップ
やインフラ、情報関係の企業も増え、裾野が広がってきた。

AIGIDの組織構成

役職 名前 （所属組織）

代表理事

理事

事務局長 山本 尉太 （アジア航測株式会社）

監事 石井 邦宙 （アジア航測株式会社）

幹事企業（１６） 朝日航洋 株式会社、アジア航測 株式会社、ESRIジャパン 株式会社、エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社、
株式会社 建設技術研究所、国際航業株式会社、株式会社 ゼンリン、株式会社 長大、株式会社 パスコ、
日本工営 株式会社、パシフィックコンサルタンツ 株式会社、日本工営都市空間株式会社、株式会社 MIERUNE、
株式会社 アーバンエックステクノロジーズ、PwCコンサルティング合同会社、アサミ情報システム株式会社、

一般会員（５） 構造計画研究所、インディゴ 株式会社、株式会社三菱総合研究所、一般財団法人日本情報経済社会推進協会、
中日本航空株式会社

代表理事 関本 義秀
（東京大学）

理事 朝日 孝輔
（株式会社MIERUNE）

理事 井上 陽介
（PwCコンサルティング合同会社）

理事 岩崎 秀司
（株式会社パスコ）

理事 大伴 真吾
（朝日航洋株式会社）

理事 柴野 将広
（国際航業株式会社)

理事 神波 修一郎
（株式会社長大）

理事 栗山 雄三
（NTTインフラネット株式会社）

理事 黒川 史子
（アジア航測株式会社)

理事 瀬戸 寿一
（駒澤大学）

理事 藤津 克彦
（株式会社建設技術研究所)
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AIGIDのプロジェクト体制
代表理事

事務局長

事務局

理事会
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自主事業

個別サービスとそれを支える研究会等コミュニティ

G空間情報センター

受託・受託研究

国土交通DPF

PLATEAUコンソーシアム

受託事業

アドバイザリー会議

リアルタイム災害情報提供システム

MyCityConstruction

MyCityForecast

DigitalCityService

MyCityReport MCRコンソーシアム

デジタル裾野/南砺協議会

オンライン電子納品研究会

都市アプリケーション連携
実装研究会

リアルタイム災害情報提供
研究会

ベースレジストリサービス
ベースレジストリ利活用

研究会

アーバンデータチャレンジ UDC実行委員会



G空間情報センターやMCR、MCC等の自主事業を育てつつ、国土交通データ
PFやPLATEAUコンソ等、大規模事業の受託も増え、約5億円に。

AIGIDの経営状況

期間 事業売上
（百万）

第1期 2013年10月1日ー2014年9月30日 0
第2期 2014年10月1日ー2015年9月30日 12
第3期 2015年10月1日ー2016年9月30日 18
第4期 2016年10月1日ー2017年9月30日 187
第5期 2017年10月1日ー2018年9月30日 51
第6期 2018年10月1日ー2019年9月30日 54
第7期 2019年10月1日ー2020年9月30日 120
第8期 2020年10月1日ー2021年9月30日 299
第9期 2021年10月1日ー2022年9月30日 299
第10期 2022年10月1日ー2023年9月30日 275
第11期 2023年10月1日ー2024年9月30日 309
第12期 2024年10月1日ー2025年9月30日 500
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AIGIDの経常収益の時系列変化

総務省よりG
空間情報セン
ターの開発事
業の受託

都市局PLATEAUコンソーシ
アム事業・BRIDGEなど大
規模事業の受託

※第11期暫定数値、第12期は予測値 6

AIGIDの事業売上の時系列変化



とくに登記所備付地図公開で大幅に増加し、現在9万ユーザ

AIGIDアカウント数やG空間情報センター閲覧状況
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主要事業の紹介
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G空間情報センターの当時のロードマップ

東京大学CSIS-i第10回公開シンポジウム
国土地理院 村上氏資料より 9



G空間情報センターによるデータ流通
国内の有償・無償の地理空間情報流通を行っており、国・自治
体・民間等のオープンイノベーションハブとなっている。

ただし、データ流通単体でビジネスをしていくのは・・

https://www.geospatial.jp
2016年11月にオープン！
（代表理事（兼業）として
2014年から構築・運営）
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「外部の中立的な機関」としてセンターを作った結果、全方位的な
オープンイノベーションハブに。

センターをハブとした各分野との連携

国

民間データ等

自治体

都市計画防災・災害
国土強靭化/i-con/インフラ維持管理

防災科研
防災クロスビュー

内閣府
防災

都市計画
基礎調査

国土
地理院

登記所
備付地図
（法務省）

人流データ/
3次元データ等

地下街等
地下空間
（首都圏）

MCR
市民投稿/
道路損傷

Data.go.jp
（内閣府）

連携協定
システム連携

オープン
データ

パブリックタグ
場所情報コード
（地理院）

通行実績マップ
（パイオニア社） 防災関連

自治体
データ 屋内位置情報

民間データ

行政・民間
サービス

API提供

政府
データ

分
野
・
サ
ー
ビ
ス
連
携

基
盤
デ
ー
タ

タイル配信読込

航空写真

交通・移動

各種
Ｇ空間情報

東京公共交通
オープンデータ
チャレンジ

インフラ
データチャレンジ
土木学会

Tellus
（経産省）

衛星画像データ

国土数値
情報

（国交省）

断面交通量
（JARTIC）

国土交通データ
プラットフォーム

インフラ
データ

分野間データ連携基盤
CADDE

データカタログ
横断検索サイト

MD
Communet

(自動運転SIP)

ベースレジストリ

筆ポリゴン

3次元
点群データ

測量企業
災害時緊急撮影データ

3Ｄ都市モデル
PLATEAU
（都市局）

MCF
都市の
未来予想

MCC
オンライン
電子納品

リアルタイム
防災情報

3D都市モデル提供新サービス

オンライン
電子納品

WAGRI
（農研機構）

PF データ
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建物三次元データが流通するだけでも違う！

12
https://www.mlit.go.jp/plateau/ 12



PLATEAUが出る以前からの取組

2015～2016
東京大学主催で「都市計画情報の利
活用及び調査のあり方検討会」実施

2017～2018
国交省都市局主催で「都市計画基礎調査情
報の利活用及び調査のあり方検討会」実施

2018～2019
東京大学主催で「都市計画調査データ流通

研究会」を実施

数自治体の基礎調査データをG空間情報センターに試験登録

基礎調査実施要領、利用・提供のガイドライン等
一式を公開。86自治体分の小地域統計での集計
データをG空間情報センターで公開するとともに、
オリジナルデータもウェブ申請を受け提供

大規模補正予算によるプラ
トー実施、オープンデータ化

9都府県が参加しデータを追加登
録。試験的な可視化

全都道府県で実施！

国土交通データPF
とも連携

規制改革、官民ラウンドテーブルで都市計画基礎調査
の民間活用取り上げ

2020～2021
東京大学主催で「デジタルスマートシティ

研究会」を実施
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点群、人流、土地境界がどんどんオープンに！
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道路AIの先駆け的なサービス。当初は東京大学が千葉市と連携しNICT
の国プロで開発。

MCRコンソーシアムによる自治体が会員になる形で共同利用。2019年4
月から有償化され、1都2県6区21市1町1村の計32自治体が利用。

運営はAIGIDとスタートアップのUrban X Technologies（幹事企業）

自治体向け共同利用ソリューション（MCR）
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電子納品を電子媒体ではなく、Webブラウザのみでオンライン化したシ
ンプルサービス。受注者が1件約1万円を払うのみ。

2017-2018年度に国土交通省建設技術助成制度を受け開発し、その後、
2020年度から有償運用。現在、3都道府県が本格運用し、拡大中。

自治体向け共同利用ソリューション（MCC）
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全自治体分の閲覧は無料

3Dや人流等もカバーする、次世代統合型GIS的な位置づけ

G空間情報センターのデータと自動連動可能。

デジタルシティサービスの全国化（2023年4月～）
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地域のデータ活用やコミュニティ形成の活動を支える別の重要な柱

一方で依然コロナ禍の影響が残っている。もう一段周知活動重要。

アーバンデータチャレンジ（UDC）

首都圏で実施（UDCT） 2013
全国展開・拠点ブロック開始 2014

ブロックメンター導入 2015
アクティビティ部門・ベスト地域拠点賞導入2016

10拠点・56作品応募
20拠点・158作品応募

75作品応募

30拠点・198作品応募
中間シンポ地域拠点で初実施（金沢） 2017 40拠点・232作品応募

スタッフTシャツ製作2018 49拠点・200作品応募
UDC第二期始動・重点分野設置2019

ビジネスプロフェッショナル部門新設2020
Slack導入・オンラインイベント増加2021
オンライン開催による県間の格差解2022

アフターコロナ2023
2024

東京大学にシビックテックデザイン学創成
寄付研究部門設置

41拠点・162作品応募
34拠点・155作品応募

31拠点・130作品応募
28拠点・115作品応募

30拠点・131作品応募
28拠点

COVID-19
による苦
戦時期
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現状の課題感と次の世代に向けて
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次世代を見据え、基幹であるG空間情報センターを中心に、現状より
1,2回り大きい収益性のある事業に育て、持続性を高めたい。

とくに民間データセットの絶対数が少なく、流通量を増やしたい。

ただし、G空間情報センターのサイト単体だけでは、サービスメニュー
が少ないのでデータの価値そのものをアピールする事は厳しい。

G空間情報センターと表裏一体となったデジタルシティサービス
（DCS）を、デジタルツインのコアとして基本的な価値提供しつつ、民間
サービスとも連携しやすいエコシステム全体を設計していく必要。

一方で、自治体側も統合型GIS、オープンデータ、都市OS等がバラバ
ラに進められている状況を何とか打開したい。

現状の課題感（真のデジタルツイン基盤へ）
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G空間情報センターやDCSやそのAPI等で協調領域を強化し、民間企業サービス群を
繋ぐ本格的にスマートシティを支えるエコシステムの創成。

とくに更なる幹事企業として、インフラ系企業（ゼネコン、電力・ガス・通信、交通、ディ
ベロッパー等）、数十社を加え、輪を拡大していきたい。

ただし、大きい予算に群がるだけではなく、小規模自治体もカバーできる、社団らし
い低廉・持続的なセーフティネットサービスの提供。

次の事業展開構想
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県域サービス
（例 エリマネ）

圏域サービス
（例 不動産・保険・

環境・エネルギー・防災）

流域サービス
（例 流域治水・防災）

デジタルツインデータを使った各社サービス（建コン・航測企業・IT企業） デジタルツインデータを使ったAIGIDのサービス

セーフティネットサービス
（例 流域治水・防災）

AIGID・G空間情報センター

デジタルツイン
の構築

国・地方公共団体での
サスティナブルなデジタル
ツインに関する政策支援・
提言コンサル・標準化

政策・施策活動
デジタルツインデータの

整備・維持管理 セーフティネット

自律運営できない自治体へ
アプリケーション・データ・
人材・ネットワークを支援、

API・IFの構築

各社の事業：国・地方公共団体の個別業務
（建コン・航測企業）

道路台帳事業

都市計画事業

固定資産事業

上水事業

下水事業

・・・事業

設計業務 CALS/電子納品 維持管理事業

I/F・APIの提供 必要に応じてデータ・
人・ネットワークを支援

デ
ー
タ
収
集
・

統
合

データ製品仕様書・
ルールの提供

協調領域

協調領域



協調領域の個別投資を軽減することで、自社の技術・サービス開
発に専念しやすくなる（デジタルツイン環境を活用したサービスの
効率化）。また投資企業には利用割引等も視野。

また、インフラ系事業者等の幹事企業への巻込みによる民間部門
も含めたDXビジネス機会の拡大。

地理空間情報の流通ハブ（中立的役割）として成長させたAIGID・
G空間情報センターの共同運営者として更なる業界活性化に寄与。

引き続き、AIGIDらしい、サステナブルなデジタル空間社会を睨ん
だ政策提案活動や研究会等を通じた自主事業意識の醸成。

各社（会員企業・幹事企業）へのメリット
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